「府立高等学校の将来像」検討専門委員会（第４回）
議事概要　
日　時　　平成24年９月24日（月）午前９時30分～11時30分
場　所　　大阪府新別館北館　さいかくホール
出席者　　（敬称略、50音順）

　　　　　浅野　良一　　（兵庫教育大学大学院　教授）
　　一色 　尚　 　（東大阪大学・東大阪大学短期大学部　学長）

　　栗山　和之　　（大阪府立高等学校長協会 代表（大阪府立大手前高等学校 校長））
　　志水　宏吉　　（大阪大学大学院　教授）
　　永井　忠孝　　（大阪府ＰＴＡ協議会　代表）
　　藤田　城光　　（大阪府立高等学校ＰＴＡ協議会　代表）
　　前田　 勉 　  （大阪府公立中学校長会 代表（高槻市立城南中学校 校長））
内　容
＜さらなる魅力づくりに向けた具体的な方策（資料１－①、資料１－②）について事務局より説明＞
＜意見交換＞
（「②－１．「社会のリーダー層やグローバル人材に必要な資質・能力の育成」について）
◇議　長　グローバルリーダーズハイスクール（ＧＬＨＳ）については、今後、対象校を拡大していくというのも一つの方法。また、文理学科については、「選抜制の高い普通科」という印象。現在は、文理学科と普通科が併置されているが、文理学科のみに改編することも検討してはどうか。
●委　員　グローバルリーダーの育成に関する取組みは、様々に充実していると思う。英語力という点では、日本人全体としては必ずしも高くないが、一方で、英語で十分に議論できる人材も育っている。リーダー層の育成に関しては、こちらから一方的に与えるだけでなく、子どもたち自身が探究していく環境をつくるという観点が重要。その意味で英語に接する機会を増やしていくことは意義がある。
また、コミュニケーション能力については、中学、高校、大学と、低くなっていく印象があり、家庭教育に負うところが大きい。
●委　員　これからの府立高校には、人材育成の観点から、卓越性、公平性を担保しつつ、多様な選択肢が用意されていることが必要。これを念頭に置いて、５つの論点について考えを述べたい。
　　　　まず、論点の①について。グローバルリーダーの育成は、社会に有益な情報をしっかりと発信していくことのできる力を育てるという観点からも重要。
　　　　　　次に論点②について。「使える英語プロジェクト」は、小中学校でも研究校を指定して取り組んでいるが、生徒の興味や意欲を高めるという点で有効。一方で、より質の高いネイティブ講師の配置が必要という声を聞く。生徒の自己負担となっている英語検定等への補助なども必要ではないか。
　　　　論点③について。思春期までに身に付けさせるべき発達課題として、勤勉性とコミュニケーション能力があげられる。家庭や小学校において、基本的なコミュニケーション能力を高める取組みがなされることで、中学、高校でより質の高いコミュニケーション能力の育成を図っていくことができる。
　　　　論点④について。生徒に海外体験させることは、出会いの機会を提供する意味でも重要。海外修学旅行については、府内の公立中学校で実施している例はないようだが、府立高校における実績は２割程度だと聞いている。安全性の確保や費用の面での配慮など、課題はあるが推進していくべき。
　　　　最後に論点⑤について。韓国では、学校の管理職や指導主事に任用された者を対象として、日本をはじめアジア各国の教育制度等を視察する制度があり、国をあげて教員の資質向上に取り組んでいる。現行の海外への派遣事業については、継続的に取り組むべきと考える。
●委　員　論点の①については、これまでの専門委員会においても、「excellence（エクセレンス）」（卓越性）の探求、つまり強い府立高校を作らなければならないと指摘してきたところ。その中心となるＧＬＨＳは、成果を上げているが、同じ目標をめざす普通科と「選抜制の高い普通科」である文理学科が併置されていることは疑問。入学者選抜がすべて前期募集となってしまうことなど、課題はあるのかもしれないが、当該校のすべてを文理学科にすることを検討すべき。
　　　　また、国際的なトレンドとして、グローバルリーダーの育成をめざす学校では、国際バカロレア資格の取得が、世界の常識になりつつある。一方で、教育内容のすべてを英語やフランス語で行うという点については、日本の公立高校の実態からすると難しい部分。文部科学省でも研究事業が立ち上がっているが、将来的に、ＧＬＨＳの中に国際バカロレアの趣旨を踏まえたコースやプログラム等を作っていくことを検討すべき。学力だけでなく、異文化を理解する力や、コミュニケーション能力、チャレンジ精神など、グローバル人材に必要な力をしっかりと育てていくことが重要。
●委　員　ＧＬＨＳの成果として、10校の「横の連携」が進んだことがあげられる。他の委員から「すべてを文理学科に」という意見があったが、文理学科を拡大するためには、大幅な教員の加配など、人的支援が前提条件となる。
　　　　また、論点の②から⑤について、これまで取り組んできた方向性は間違っていないが、「使える英語プロジェクト」の事業期間が平成25年度までとなっているなど、それぞれの事業の実施期間が限定されていることが課題。府立高校全体が果たすべき役割を考えたとき、限定的な取組みは、公平性についても、卓越性についても不十分さが残ることになる。英語教育で言えば、府全体を見渡したうえ、今後の英語教育についての理念を整理し、継続して具体の施策を推進する専門機関を、例えば府教育センター内に設置するなど、組織的に取り組んでいく体制づくりが必要。
（「②－２．「多様な学習と幅広い進路選択が可能となる学習メニューの提供」について）
◇議　長　中学校の進路指導において、例えば、普通科と普通科総合選択制の違いについて、生徒は十分に理解した上で、受検校を決定しているのか。
●委　員　生徒・保護者に対しては、進路説明会等で説明しているが、ぼんやりと名前が違う程度にしか理解できていない生徒もいる。
府立高校が、ニーズに応じた様々な学習メニューを用意することは必要だが、中学校卒業の段階で明確な目標や将来像を持っている生徒はそう多くない。高校１年次に基礎学力を身に付けさせた生徒に、オリエンテーションをしっかりと実施し、２年次から専門的で高度な学習に入っていくという、現行の専門コース設置校で行われているような方法が望ましい。また、中高連携の取組みとして、高校の教員が中学校に出かけて自校の説明をするような機会を設けることも方法の一つ。
●委　員　現在の学校・学科の設置状況に関しては、例えば、専門学科併置の国際教養科と専門高校としての国際・科学高校がどう違うのか、選ぶ側にとって非常に分かりづらい。
高校教育を「general（ゼネラル）」（普通教育）と「vocational（ボケーショナル）」（職業教育）に単純に分けられる時代ではなくなり、さらに、「普通教育」も多様化する進路ニーズに対応し、専門学科や専門コース等を作ることによって、いっそう複雑なものになっている。そのために、高校教育において、どのような狙いでカリキュラムが設定されているのかということが、非常に分かりづらくなっている。
中学卒業時、多くの生徒は、明確な将来像がないまま、高校を選択するのが実態。進学した先で、特定のことしか学べないという仕組みは、教育機会の観点からも好ましくない。高校入学後にもできるだけ幅広く選べるよう、制度設計することが重要。
●委　員　それぞれの学校や学科の違いについて、中学生はもとより、中学校の教員も理解するのが困難な状況ではないか。将来の目標について、中学生段階どころか、高校生でも決めかねている者が多数いるのが実態。それを考えると、入学後に一定の選択ができるようにしておくことが必要。これらを踏まえ、学科については、今後一定の整理が必要。
●委　員　全国的に見ると、大阪の総合学科高校の多くは、うまくいっていると言える。そのような評価がある中、総合学科に近い普通科総合選択制が別にあるということが、中学生にとって分かりづらいのではないか。クリエイティブスクールを再編し直した前例もあるので、普通科総合選択制については、各校の取組み状況を踏まえ、「総合学科に改編する学校」と「普通科に戻したうえでコース制を導入する学校」に整理してはどうか。
●委　員　中学生段階で将来の目標が決まっている子どもは少なく、様々な経験を重ねる中で方向性も変わっていく。学校や学科を選択した後になって、将来の夢が具体的になり、結果として選んだものとずれてしまうこともあるため、あまりに早期に選ぶという制度では、逆に生徒の選択肢を狭めることになる。
また、論点①に「中学生のニーズに合致し」とあるが、例えば、ある大学関係者によると、「高校生に選ばれる学校を作り、学生数を確保する」という発想では、大学の質が維持できないという意見があるとのこと。高校でも同じことが言えるのではないか。生徒のニーズを前提にするのではなく、こういう人材を育てるということを明確に打ち出すべき。
入学後に多様な選択肢を提供することに関しては、現状としては難しいが、他校への転校や退学後の編入学の制度を充実させていくことも方法の一つ。
●委　員　確かに中学生段階では、多くの生徒は将来の夢が明確でない実態があるが、一方で、府立高校の中には、特色化を進めることで、志願倍率を改善してきた学校もある。
普通科でも幅広く選択できる制度は必要。高校での勉強が、必ずしも将来に直接結びつくわけではないが、将来の目標を考える上で、多くのものに触れる機会を設けることは重要。
◇議　長　総合学科は全国的には苦戦していると聞くが、大阪では比較的うまくいっているのではないか。兵庫県には18校程度の総合学科があるが、うまくいっているところは、総合学科の設置理念に基づき、「産業社会と人間」を基軸としたキャリア教育等を効果的に実践している学校。
普通科よりも普通科総合選択制が、普通科総合選択制より総合学科が、よりコストがかかる実態がある。コストパフォーマンスだけがすべてではないが、総合学科や普通科総合選択制の学校でありながら、普通科的な取組みに終始するのはいかがなものか。それぞれの設置理念に基づき、その方向に進んでいくべきであり、それがニーズに合わないのであれば、衣替えを検討することも必要。普通科総合選択制については、今後のあり方を検討する必要があると認識。
また、授業評価については、全校で実施しているとのことだが、もう少し突っ込んだやり方も検討してはどうか。
（「②－３．「ものづくり」をはじめとする職業人の育成について）
○議　長　　大阪の実業高校の比率は、全国的にみるとどれぐらいになるか。
◆事務局　　府内公立高校における工業系・農業系学科の在籍者数の比率は、全体の約10％程度で、神奈川県や福岡県とよく似た状況。
●委　員　工科高校における教育内容について、企業側のニーズに十分適合していないという話もあるが、企業ニーズは多種多様であり、すべてのニーズに合致する必要はない。基礎・基本をしっかりと教育することが工科高校の役割であり、専門的な内容を突き詰めるとかえって視野を狭くしかねないため、専門的な知識を身につけるのは企業に勤めてからでも遅くはない。
　　　　農業高校については、学校数を増やすことは困難かもしれないが、衣食住という観点から、将来にわたって社会的に重要な役割を担っている。学校の特性として、都心部から離れたところに位置することは仕方ないが、他府県では、寮を完備している学校もあると聞く。管理は大変であるが、大阪にもそういった学校があってもよいのではないか。
●委　員　工科高校では、１年生で基礎・基本をしっかりと学び、２年生からは専門科目を学ぶことによって実社会ですぐに役に立つ資格が取得できるところが長所であり、保護者の満足度も高いと聞く。
　　　　農業高校２校の文化祭に行ったことがあるが、両校とも非常に多くの来場者で賑わっていた。農芸高校では、自校で製造した農芸ポークをブランド化し、デパートで販売するなど、学校の取組は社会的に認知されており、園芸高校では、栽培した花卉を伊丹空港に寄贈するなど、地域への社会貢献活動を行っている。両校とも、生徒は実社会とつながる貴重な体験をしており、このような取組をよりいっそう進めることが重要。
●委　員　工科高校では、専門性をさらに極める「深化」と大学等への進学に特化する「接続」をめざすという理念のもと、再編整備による改革は順調に進んでいると考える。
園芸高校は、今年度、農業高校では日本で初めて、国からＳＳＨ（スーパーサイエンスハイスクール）に指定されたこともあり、今後もしっかりと支援してもらいたい。
実業教育に対する支援方策については、内外両面から検討する必要がある。外部機関からの支援としては、現在、工科高校のさらなる充実に向けて、「ものづくりコンソーシアム大阪」において様々に議論いただいているところ。教育委員会では、工科高校や農業高校の設備充実のために平成23年度は約１．７億円、平成24年度は約４億円の予算を付けて支援しているが、事務局内に実業教育に関する専門の部署を設置するなど、実業教育をしっかりとサポートする体制づくりも必要ではないか。
●委　員　工科高校を卒業して大学に入学する生徒の中には、大学の英語の授業についていくことができなくなり退学する生徒もいると聞く。工科高校でも大学進学をめざす生徒にはしっかりと英語力を身につけさせるべき。
（「②－４．「セーフティネット」の整備と「セカンドチャンス」の提供」について）
●委　員　私の周辺で見聞きする状況からすると、不登校、または学校に通いにくくなっている生徒は、統計データよりも多く、通信制高校に対する潜在的なニーズは高いと考えている。
私が住む地域から桃谷高校は遠いため、通信制を希望する生徒は、近くの私立高校を選ぶ傾向にあると聞いている。通信制を希望する生徒の多くは、様々な事情から学校に通いにくい状況にあると考えられるので、自宅の近くに学校があればよいと思う。
現在、大阪府の公立高校では、通信制は桃谷高校１校のみで、650人という大きな規模で生徒を募集しているが、東京都の例のように小規模で募集する学校を複数作っていくことも検討してはどうか。
●委　員　大阪でエンカレッジスクールを作るのであれば、既設の高校を改編するのか、または新校を立ち上げるのか。
○事務局　決定していることではないが、既設の高校を改編するというイメージで考えている。
●委　員　東京都のエンカレッジスクールの選抜制度では、どのような推薦基準を設けているのか。また、学力検査を課さないとのことだが、どのように選抜するのか。
○事務局　東京都では、エンカレッジスクールに限らず、多くの高校で推薦入試を実施。一般推薦については、出願時に中学校長の推薦が必要。
エンカレッジスクールの志願倍率は、各校とも２倍前後の高倍率で推移しており、面接の配点が最も高い。
●委　員　学力検査を実施せず、調査書と面接だけで選抜を行うことには不安を感じるので、大阪で導入する場合には、何か工夫が必要ではないか。
●委　員　以前、東京都のエンカレッジスクールを訪問した際にお聞きしたことであるが、その学校に行きたいという志願者本人の強い意志を評価できるよう、面接を工夫しているとのことであった。
その結果、真面目な生徒が増加し、学校に対する内外のイメージも向上、さらには志願倍率も上がったと聞く。
●委　員　志願倍率が上がれば、生徒指導上課題のある生徒が減少する傾向はあると思うが、エンカレッジスクールを不合格となった生徒はどこが受け入れているのか。
○事務局　エンカレッジスクールでは、３度の受検機会が設けられているが、一人の生徒が同じ学校を複数回受検する事例もあるとのこと。希望がかなわず近隣の他校に進学する生徒も一定数いるようだが、エンカレッジスクールやチャレンジスクールが高倍率になっていることについては、東京都教育委員会も課題と考えているようである。
●委　員　「セーフティネットの整備」の必要性については、公平性の追求という意味で、これまでの議論でも方向性を共有してきたところ。通信制についても、本専門委員会の意見は、充実させていく方向で一致していると考える。
他府県の取組みを見ると、様々に工夫しているようだが、入試に際して、多くの不合格者が出るという実態もあるとのこと。「セーフティネットの整備」という以上、その学校に行きたいという生徒はすべて受け入れる制度にできないものか。運営上、難しい部分もあると思うが、選抜をするということ自体、「セーフティネット」の趣旨と矛盾することになるのではないか。
また、中学校卒業後、一定年数を経て、やはり高校で学びたいと思っている者は、潜在的には相当数にのぼると思われる。そのような希望が多数あるということを念頭に制度設計すべき。対象者の多くは、仕事の都合など、毎日通学することが困難な状況にあるため、通信制を希望することになると思うが、一人で学習することには不慣れである。同じ環境にある者が、互いに励まし合いながら学ぶことができるよう、スクーリング方法を工夫することも必要。
●委　員　30分授業など、授業時間を短縮することについては、それでしっかりとした学力が身に付くのか疑問。「学び直し」を支援する学校ということで言えば、募集を小規模にしたり、教員数を増やしたりすることから、まずは取り組むべき。
●委　員　学習面のつまずきは、小学校段階から起こるため、小中学校では、教員が互いの学校を訪問し、授業観察をする中で、連携して課題の共有に努めている。中高でも同様に連携し、生徒がどこでつまずいているのかをしっかりと見極める取組みを進めることがセーフティネットの前段階として必要。
中学校では、丁寧な進路指導を心掛けているが、特に学力の問題でつまずいて、高校を中退する生徒が一定数出ているため、公立高校の役割として、授業をはじめ教育内容を充実していくことが重要。
選抜については、希望する生徒を基本的に受け入れるという考えに賛成。ただ、様々な支援方策を施すことで、かえって安易な方向に流れてしまう生徒もあるため、受入れについては、一定のルールやハードルを設けるなどの仕組みが必要。
また、つまずきを経験した生徒は、失敗を繰り返すことによって、いっそう大きな課題を抱えることがある。高校での「セカンドチャンスの提供」についても、生徒がつまずきを繰り返さないよう、ソーシャルスキルトレーニングなど、学び直しを支援するためのメンタル部分のサポートが重要。
◇議　長　学び直しを支援する学校においては、生徒のメンタル面のサポート等、専門性の高いスキルやノウハウが必要になると思う。
